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令和７年第１回日本成長戦略会議議事録 

 

（開催要領） 

１．開催日時：令和７年11月10日（月）17:15～18:10 

２．場  所：総理大臣官邸２階大ホール 

３．出席構成員： 

議長  高市 早苗   内閣総理大臣 

副議長 木原 稔    内閣官房長官 

副議長 城内 実    日本成長戦略担当大臣 

      林  芳正 総務大臣 

      片山 さつき 財務大臣、内閣府特命担当大臣、租税特別措置・補助金見直し担当 

      松本 洋平 文部科学大臣 

      上野 賢一郎 厚生労働大臣 

      鈴木 憲和 農林水産大臣 

      赤澤 亮正 経済産業大臣、原子力経済被害担当、ＧＸ実行推進担当、

産業競争力担当、国際博覧会担当、内閣府特命担当大臣 

      金子 恭之 国土交通大臣、水循環政策担当、国際園芸博覧会担当 

      松本 尚 デジタル大臣、デジタル行財政改革担当、行政改革担当、

国家公務員制度担当、サイバー安全保障担当、内閣府特命

担当大臣 

      牧野 たかお 復興大臣、福島原発事故再生総括担当、防災庁設置準備担

当、国土強靱化担当 

      あかま 二郎  国家公安委員会委員長、領土問題担当、内閣府特命担当大臣  

      小野田 紀美 経済安全保障担当、外国人との秩序ある共生社会推進担当、

内閣府特命担当大臣 

      会田 卓司 クレディ・アグリコル証券会社東京支店 チーフエコノミスト 

      伊藤 麻美   日本電鍍工業株式会社代表取締役 

      遠藤 典子   早稲田大学研究院教授 

      片岡 剛士   PwCコンサルティング合同会社 上席執行役員、チーフエコノミスト  

      小林 健    日本商工会議所会頭 

      鈴木 一人   東京大学公共政策大学院教授 

      竹内 純子   国際環境経済研究所理事・主席研究員 

      筒井 義信   日本経済団体連合会会長 

      平野 未来   株式会社シナモン代表取締役社長ＣＥＯ 

      松尾 豊    東京大学大学院工学系研究科教授 

      芳野 友子   日本労働組合総連合会会長 

     （宮﨑 政久   防衛副大臣） 

     （長澤 仁志   一般社団法人日本船主協会会長） 

     （檜垣 幸人   一般社団法人日本造船工業会会長） 
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     （古賀 大貴   Oishii Farm Corporation CEO） 

 

（議事次第） 

１．開 会 

２．議 事 

 （１）会議の運営について 

 （２）官民連携での投資促進について 

 （３）総合経済対策に盛り込むべき重点施策（案）について  

３．閉 会 

 

（資料） 

資料１    日本成長戦略会議構成員名簿 

資料２    日本成長戦略会議の開催について 

資料３    日本成長戦略会議運営要領 

資料４    成長戦略の検討課題 

資料５    日本船主協会様提出資料 

資料６    日本造船工業会様提出資料 

資料７    Oishii Farm 様提出資料 

資料８－１  総合経済対策に盛り込むべき重点施策（案）の考え方 

資料８－２  総合経済対策に盛り込むべき重点施策（案） 

資料９    基礎資料 

資料１０－１ 会田委員提出資料 

資料１０－２ 伊藤委員提出資料 

資料１０－３ 片岡委員提出資料 

資料１０－４ 小林委員提出資料 

資料１０－５ 竹内委員提出資料 

資料１０－６ 筒井委員提出資料 

資料１０－７ 平野委員提出資料 

資料１０－８ 松尾委員提出資料 

資料１０－９ 芳野委員提出資料 

   

 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 それでは、ただいまから「日本成長戦略会議」を開催いたします。 

 会議の司会進行を務めさせていただきます日本成長戦略担当大臣の城内実でございます。

どうかよろしくお願い申し上げます。 
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 本日は、第１回日本成長戦略会議に皆様方御出席いただきまして、厚く御礼を申し上げ

ます。 

 なお、高市総理は公務のため途中からの参加となりますので、御承知おきください。 

 高市内閣は、今の暮らしや未来への不安を希望に変えるため、強い経済を実現してまい

ります。 

 この会議では、様々なリスクや社会課題に対し、先手を打って官民が連携する戦略的投

資を促進し、世界共通の課題解決に資する製品・サービス・インフラを提供することによ

って、さらなる我が国の経済の成長を実現することを目指しております。 

 このため、学識経験者の方に加え、経済界の方、労働界の方など、成長戦略について高

い見識をお持ちの12名の有識者の皆様に構成員として御参画いただくこととなりました。 

 有識者の皆様の御紹介は、資料１の名簿をもって代えさせていただきます。 

 国民各層に経済の回復・成長を体感温度として実感していただけるよう、強い経済の果

実をしっかりお届けしていくため、有識者の皆様には忌憚のない御意見を賜りながら、今

後、成長戦略を策定・実行してまいる考えであります。お力添え、よろしくお願い申し上

げます。 

 それでは、議事に入らせていただきます。 

 資料２でございますが、「日本成長戦略会議の開催について」をお配りしております。 

 まず、会議の運営について御説明いたします。 

 「会議の運営に関する事項、その他必要な事項は、議長である総理が定める」こととし

ております。この点につきまして、資料３「日本成長戦略会議運営要領」のとおり定めて

おり、今後この要領に沿って会議を運営してまいります。 

 次に、官民連携での投資促進についてでございます。資料４のとおり、11月４日に開催

した第１回日本成長戦略本部で決定されました「成長戦略の検討課題」においては、①「危

機管理投資」・「成長投資」による強い経済の実現、②分野横断的課題への対応、この２

本の柱をお示ししております。 

 本日は、１本目の柱に関連いたしまして、民間企業のお三方に御出席をお願いいたしま

した。全体で10分以内で御説明をお願いいたします。 

 まず、海運業を営まれています一般社団法人日本船主協会の長澤様からお願いいたしま

す。 

○長澤仁志氏 

 ありがとうございます。 

 それでは、私のほうから説明をさせていただきます。「我が国造船業再生に向けて」と

いう題目で説明をさせていただきます。 

 四方を海に囲まれた日本にとりまして、造船・海運の強靱化は死活的に重要でございま

す。 

 まず、２ページ目にございますように、造船・海運などの関連業界が強く結びついて、
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海事産業群を形成しているのは日本だけで、これは日本の強みになっております。 

 ３ページ目にございますように、我が国の輸出入を支える日本の海運にとって、船舶を

他国に依存することなく、質の高い船を安定的に確保できるかは切実な問題でございます。

我が国造船が再生し、現在、建造できておりませんLNG輸送船も含め、島国日本に不可欠な

船を造り続けられますよう、御支援を何とぞよろしくお願い申し上げます。 

 私からは以上でございます。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 長澤会長、ありがとうございました。 

 次に、戦略分野のうち造船業を営まれていらっしゃいます一般社団法人日本造船工業会

会長の檜垣様からお願いいたします。 

○檜垣幸人氏 

 日本造船工業会会長の檜垣です。 

 発言の機会をいただき、感謝を申し上げます。 

 造船業の状況と、課題、対策につきまして御説明させていただきます。 

 １ページ目を御覧ください。 

 世界の造船市場は今後拡大し、2030年代には8000万～１億総トンに達すると見込まれて

おります。日本の造船業は、競争力の源泉となる技術面での優位性を誇っており、この将

来、需要の高まりを取り込んでいくことが重要でございます。 

 しかしながら、昨年、中国は世界の７割を超える受注を確保しております。一方、日本

は10％台前後にまでシェアを落としており、このままでは消滅の危機にあると言っても過

言ではありません。 

 ２ページ目を御覧ください。 

 日本が困難としている最大の要因の一つが、競合国による不公正な政府助成によるもの

です。韓国は過去1.2兆円を、また、中国は14兆円の支援を行い、倒産危機の造船所を救済

するなどの助成を幅広く行っております。 

 ３ページ目を御覧ください。 

 建造量倍増に向けて、設計・建造など全ての工程の生産性を向上する必要があります。

このためには、工程全てを俯瞰し、大規模投資、DX・ロボット活用等の幅広い取組を講じ

てまいります。 

 ただ、ボトルネックの工程としましてブロック搭載工程が挙げられますが、ここに大型

クレーンの導入などを進めれば、中国、韓国を凌駕する生産性を確保できると確信してお

ります。 

 ４ページ目を御覧ください。 

 2035年の1800万総トン建造能力確保のためには、大規模な設備投資が必要です。特に大

型クレーンの導入は、早くても７年後とメーカーから聞いております。したがって、長い

納期に対応可能な支援が必要です。そのため、大規模かつ中長期的な支援スキームの創設
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と、即時償却等の税制面での設備投資支援が必要と考えております。 

 業界は過去にない3500億円の自己資金負担により、建造能力倍増に邁進してまいります。 

 最後に、５ページ目を御覧ください。 

 造船業のみならず、日本の舶用メーカーは技術力・品質ともに世界トップレベルです。

世界に先駆けてアンモニアや水素舶用エンジンの開発に成功しました。日本の海運・造船・

舶用工業の総力を結集し、次世代船舶の市場を勝ち取りにいく所存でございます。 

 日本造船工業会としては、10年後の建造量倍増を目指して経済安全保障の役割をしっか

り果たしてまいります。ぜひ、高市総理をはじめ、本日御参集の皆様の御支援を何とぞよ

ろしくお願い申し上げます。「日本の船は日本で造り、日本で持つ」、このモットーでや

っていきたいと思います。 

 御清聴ありがとうございました。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 檜垣会長、簡潔かつポイントを押さえた御説明をありがとうございました。 

 次に、フードテックの分野におきまして、植物工場を運営されていらっしゃいますOishii 

Farm Corporation、CEOの古賀様からお願いいたします。説明の途中でタブレットをお使い

いただきますが、トラブルがあれば近くの事務方にお声かけください。 

○古賀大貴氏 

 よろしくお願いします。少し駆け足となりますが、お付き合いください。 

 早速、まず１枚めくっていただき２ページを御覧ください。 

 植物工場は日本が20年ほど前に世界で初めて商用化した技術ですけれども、技術的にど

うしてもレタスしか作れず、路地物野菜との価格競争に敗れて、ほとんどの会社が徹底し

てしまうという歴史がございます。 

 ３ページにお進みください。 

 ただ、そこから10年たって、世界的に気候変動などを理由に既存農業のコストがどんど

ん急騰していく中、植物工場というのは影響を受けませんので、効率化によって年々コス

トが下がってきておりまして、農業のかなりの部分がこれから植物工場に置き換わってい

くと言われております。 

 次にお進みください。 

 その結果、日本から10年遅れで植物工場バブルがシリコンバレーを中心に再燃して、多

くのユニコーンが誕生しました。 

 ５ページになります。 

 このバブルの背景には、産業の大きさがございます。これまで数十億人が世界中でばら

ばらと行ってきた農業なのですけれども、植物工場になると、最もいい技術とコスト構造

を持った企業が世界中で同じものを作ることが可能になりますので、グローバルなマニュ

ファクチュアリング産業へと推移していきます。結果的に、市場の規模からすると、トヨ

タとかテスラクラスの会社が出てくると言われております。 
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 次をめくっていただいて、我々は他社が簡単なレタスから始めていく中、イチゴを選ん

で創業しております。なぜかというと、イチゴはプレミアム化がしやすくて、収益化がし

やすいことと、他社はハチを植物工場で飛ばすことを諦めていたため、そこをクリアすれ

ば非常に大きな参入障壁を手に入れることができる。そして、最後、ブランドを作って逃

げ切れると考えたからイチゴを選んでおります。 

 そして、創業して４年目でついにハチの完全受粉に成功しまして、世界で初めてフルー

ツの量産と収益化に成功しました。 

 ８ページにお進みください。 

 その結果、我々は後発であったのですけれども、大半の企業が倒産しまして、現在、弊

社が時価総額世界トップとなっております。 

 次のページです。 

 まず、既に生産しているトマトやイチゴ、それに加えてメロンなどでブランドを作って、

そこからコモディティ品やカロリーの生産までコスト削減を実現して実装してまいりたい

と思います。 

 次をおめくりください。 

 我々はこの８年間生き残ってきた理由を振り返ると、イチゴを戦略的に選んだことに加

えて、世界最先端の日本の技術を活用しながら、ただ市場とチームだけはグローバル基準

で米国でスタートしたという点にあるかなと思っております。 

 11ページにあるのが最新の農場ですが、お手元のタブレットに映像がございますので、

こちらを再生ください。 

 こちらは、ニューヨークから１時間ほどの場所にある最新の農場で、東京ドームより少

し小さい程度の倉庫なのですけれども、この１か所で日本の都道府県１県分のイチゴが生

産可能となります。水も全てリサイクルして、電力もクリーンエネルギーを使うというこ

と、完全無農薬、そういったところも環境に配慮しております。 

 農場は、見てお分かりのとおり、手前から奥まで、下から上まで、全てイチゴで埋まっ

ておりまして、必要なタイミングでイチゴ苗が動いて人とかロボットのところに来て、ハ

チも受粉をしながら、24時間365日、AIのロボットが自動でイチゴを収穫するというところ

まで来ております。今、米国は真夜中ですけれども、ロボットはこの瞬間もイチゴを収穫

し続けておりますので、農業が完全に新たなフェーズに入っております。 

 手元の紙の資料にお戻りいただき、12ページを御覧ください。 

 ロボットが取ったイチゴですけれども、既に全米のスーパーに毎日並んでおります。 

 下の表にありますとおり、価格も当初１パック50ドルで販売していたのですけれども、

そこから７年で１パック当たり７ドル代まで低減しています。こちらのパックが現在既に

アメリカで７ドル代で販売しております。現状の計画では、数年以内に１パック当たり500

円で販売しても利益が出るレベルまで来ております。 

 次をめくってください。 
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 今後、100兆円産業になると言われている植物工場ですけれども、施設園芸と工業の組合

せになっておりまして、実はこの両方を持ち合わせている国は世界的に見ても日本しかご

ざいません。なので、10年間は他国が簡単に追いつけない、非常に地の利がある産業にな

ります。 

 皆さんも御存じのとおり、これから日本の農家の数が８割減少していくと言われている

中で、植物工場で食料安全保障を解決していくだけではなくて、次のページにありますと

おり、この市場において日本がリーディングポジションを取っていくことで、植物工場自

体をITプラットフォームとしてプラント輸出という形で世界中に展開していくことで、自

動車産業に続く新たな100兆円産業創出へ進めていきたいと思っております。 

 17ページです。 

 これを実現すべく、今年、東京都にオープンイノベーションセンターを開設しておりま

して、ここに関連企業の皆様をお呼びして、既に研究開発が始まっております。 

 めくっていただいて、今後、毎年何十兆という設備投資が植物工場で行われていくと言

われておりますので、ここをオールジャパンで総取りできるような、そんな企てを始めて

おります。 

 特にここ一、二年、世界中の政府機関とか、いろいろな国から誘致とか投資の話が来て

いるのですけれども、私は日本人として日本の技術で世界をもう一度あっと言わせたいと

思っております。 

 最後、20ページになりますが、植物工場という産業は膨大な研究開発や量産設備建設の

タイムラインと資金がかかりますので、我々のベンチャー１社でどうしても100兆円産業

をつくり上げるのが難しいので、ぜひ10年スパンで数百億から1000億の投資の御支援を賜

りますと幸いです。ありがとうございます。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 古賀様、ありがとうございました。 

 次に、重点施策について御説明いたします。 

 11月４日ですが、高市総理から、日本成長戦略会議を早急に開催し、そこで経済対策に

盛り込むべき重点事項を取りまとめるよう御指示をいただいたところであります。 

 それを踏まえまして、資料８－１として「総合経済対策に盛り込むべき重点施策（案）

の考え方」、資料８－２として「総合経済対策に盛り込むべき重点施策（案）」をお示し

しております。構成員の皆様には事前にお届けしておりますので、この場での説明は省略

し、この件を含めて資料９の基礎資料も適宜参照いただきながら、順番に御発言をいただ

ききたいと思います。御発言はそれぞれ１分30秒以内でお願いいたします。 

 それでは、順に御発言をいただきます。 

 まず、会田委員、よろしくお願いします。 

○会田委員 

 ありがとうございます。 
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 まず、政策財源である国債についての会議の共通認識をつくりたいと考えます。 

 国債は永続的に借り換えされていくため、将来の税収で返すことが前提ではなく、間違

った返済の切迫感は払拭すべきです。 

 将来のツケは借金ではなく、成長の損失、強い経済を残せないことです。財政収支黒字

化目標で、成長投資も税収の範囲内に収めようとすることは間違いです。将来への投資や

税制措置の国債発行はちゅうちょすべきではありません。 

 日本成長戦略会議が設定すべきマクロ戦略として、コストカット型経済から脱却し、投

資・成長型へ移行させます。国内投資活性化で、企業を貯蓄超過から投資超過に戻します。

そのため、需給ギャップを２％超まで押し上げる高圧経済を目指し、家計減税などの財政

政策で景気を十分に強くします。 

 政府は、経済規模を持続的に拡大させ、民間の予見可能性を高めます。複数年度の予算

措置、設備投資の一括償却などの投資促進の税制措置の方向性と持続性を明確にします。 

 増税で投資を抑制することがあってはなりません。日銀には強い経済成長と物価安定の

両立を目指すことを期待します。 

 もうかる成長産業をさらに強化するオフェンスも必要です。コンテンツ産業支援の約200

億円の予算規模は、フランスの1200億円をすぐに上回るべきです。官民連携の成長投資の

激しい国際競争の危機感を持つべきだと考えます。 

 私からは以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、伊藤委員、お願いいたします。 

○伊藤委員 

 ありがとうございます。 

 メインを持たないで、めっきであったり、アルマイトという表面処理を行っている会社

です。 

 中小企業は人材不足が一番大きな問題でして、要はお給料が出せない、賃金を上げられ

ないところがいまだにあります。取引適正化も強化していただいているのですけれども、

私はさらなる強化をお願いしたいと思っております。やはり大企業のみならず中間に入っ

ている、例えば商社や小規模企業が間に入って非条理なことをするケースがいまだに増え

ているのですね。その結果、お給料を上げられない。 

 それと、例えば、人手が足りないから残業をさせたいけれども、残業規制が入ってしま

うと結局納期に間に合わない。そうすると、企業の信頼を失ってしまいます。片や、副業

をしろと。言っていることが全然異なっているような気がしてしまって、働きたくない人

もいるかもしれないけれども、稼ぎたい人もいるのです。だから、それは国でルールを決

めてほしくない。 

 経営者は必死になって頑張っています。自分は後にしようと思って頑張っている。そん
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な姿を見て子供たちは継ぎたいと思うでしょうか。やはり経営こそ楽しいと思わせるよう

な、そういうビジョンのある仕組みをつくらなければいけない。 

 また、新卒を入れたくて入れます、内定を出します。学生たちは内定を持ったまま就職

活動を続けるのですよね。でも、途中で他の会社に行ってしまいます。でも、我々は内定

を出して待っていたのに、どこへ行っちゃったの。企業は内定取消しをするとペナルティ

はあるけれども、学生はないのですよ。学生は会社を辞めたいとき、嫌なことを避けるた

めに業者に頼むことも可能なのですよ。企業は絶対できないです。弱い人を守ることが本

当にこれから日本をよくすることなのか。私はちょっと何かフォーカスが間違っているよ

うな気がします。 

 だから、もうかっている企業、例えば収益を上げている企業から税金をいっぱい取るの

ではなくて、そういう頑張っている企業こそ税金を少なく取って、その分、賃金、投資に

回していく。我々のビジネスでも「損して得取れ」という方法があるのですけれども、や

はり目先のお金だけではなくて、長期的ないい人材を育てるための人材教育であったり、

そういう投資をぜひお願いしたいと思っております。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、遠藤委員、お願いいたします。 

○遠藤委員 

 これまでエネルギー基本計画の策定をはじめとしまして、宇宙、経済安全保障の政策議

論に関わってまいりました。本日は、エネルギー・防衛産業に限り、喫緊の課題を一部述

べたく存じます。 

 まず、脱炭素の現実について、CO2多排出国において、発電は薪や石炭から天然ガス、LNG

へのシフトであって、決して再エネへの移行ではありません。海運においても、重油から

LNGへの転換です。 

 現在、世界のLNGの流通量はざっと５億トンで、2030年代に２億トン増え、全体の３分の

１を米国が供給すると予測されています。日本は米国と連携して、得意の高効率ガス発電

所をアジアに輸出する取組を再開するべきです。 

 次に、原子力。旺盛なデータセンターの電力需要を背景に、安価で安定的な電力源とし

て、中でも小型モジュール炉の開発が世界で進んでいます。日本の造船企業は既に海上利

用のために英国原子力ベンチャーに投資をしており、宇宙安全保障上脅威となり得る月面

開発においても原子力利用が計画されています。日本が唯一米国に認められている濃縮能

力も含めて、原子力技術を絶やすわけにはまいりません。 

 最後に、防衛について。我々有識者会議は９月、次期防衛力整備計画を視野に抜本的強

化のための報告書を提出いたしました。防と民にまたがってサプライチェーンの強靱化、

イノベーションの取込みを行い、グローバル市場に展開しなければなりません。いわゆる
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５類型撤廃について政府内で議論が始まっていますが、装備移転では隣国韓国に大きく後

れを取っております。早急の措置が必要です。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、片岡委員、お願いいたします。 

○片岡委員 

 PwCコンサルティングの片岡です。 

 資料10－３を御覧いただければと思います。 

 まず私が申し上げたいのは、日本経済が再び力強い経済成長を取り戻すには、大胆かつ

徹底的な投資拡大が不可欠であるということであります。 

 １枚おめくりいただきまして、日本経済の短期的な課題は、所得と支出の好循環の作動

と２％物価安定目標の達成・維持といったところであります。 

 現状、物価・予想インフレ率は上昇し、売上高は増え、賃金は増加する、こういう格好

になっておりますが、残念ながら内需の増加からディマンドプルに基づく物価上昇といっ

たものはうまく作動しておりません。 

 そして、中長期の課題というところで申し上げますと、国内の成長期待と設備投資の増

加といったところが必要であります。内閣府の企業関係のアンケート調査によりますと、

設備投資、雇用者数は足元では増えてきています。これは企業の期待というところですが、

企業の期待成長率は増えておりません。こうしたものを設備投資の増加を通じていかに高

めていくか、これが成長戦略の眼目だと思います。 

 次をおめくりいただきたいのですが、「成長戦略を考える際のポイント」ということで、

最初の３つだけ申し上げます。 

 成長戦略を考慮する投資は需要増、供給力増加の要であります。投資の判断の優先順位

は財源ではなく、成長に寄与し得るか否かで判断すべきです。あわせて、公共事業の評価

に際して考慮される社会的割引率を現行の４％から実態に即して見直し、17戦略分野にと

どまらず幅広い投資を促進するようにすべきです。 

 こうしたものに加えて、人への投資、インフラへの投資についてしっかりした対策を講

じるべきです。 

 具体的には、人口減少時代を踏まえ、成長戦略における政府と民間の役割整理と、政策

が行うべき施策の明確化、設備投資を拡大させるための官民協働の枠組み構築と政策実行、

個別投資の精査と影響についての検討。 

 以上の３つの政策を通じた強い経済を実現するためのプラン策定が必須であります。こ

うした点について、今後、様々な機会で検討できればいいと思っております。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 
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 ありがとうございます。 

 それでは、小林委員、お願いいたします。 

○小林委員 

 日商会頭の小林でございます。 

 提言は資料10－４に、これはもうそのまま新政権に対する提言ということでお受け取り

ください。 

 我々は、全国の中小企業の発展を伴走支援している団体であります。成長戦略のキーワ

ードは、我々の視点から申し上げると「地方」と「中小企業」に尽きるということです。

全国の企業340万社のうち、99.7％の339万社は中小企業であります。労働人口の７割が中

小企業。したがって、家族を入れると国民の３分の２は中小企業に依存している。この中

小企業が地方の産業・商業インフラを担っているというのが現状の姿。 

 強い経済の実現には、GDPの６割を占める個人消費の底上げが必要であります。そのため

には、特に地方への国内投資、それから、中小企業の生産性向上及び価格転嫁が必要であ

ります。我々も、中小企業の自己変革を政府と協力して推進してまいりたい。 

 そのため、一つ、ぜひ過度な円安是正をお願いしたい。材料費が上がっております。政

府・日銀が一体となった金融政策をお願いしたい。 

 さて、私は実業界で30年造船・海運に携わってきましたので、一言申し上げたい。造船・

海運はオールメイドインジャパンです。鉄から、船の構成機器・機材、舶用機械、全部。

造船900社、舶用機械1,000社、これはほとんどが地方の中小企業であります。構造不況業

種から脱して安全保障に貢献する最後のチャンスでありますので、ぜひよろしくお願いし

たい。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 しっかり承りました。 

 それでは、鈴木委員、よろしくお願いいたします。 

○鈴木委員 

 ありがとうございます。東京大学の鈴木でございます。 

 私は、経済安全保障という観点から、今回の成長戦略は、単なる経済成長だけでなく、

日本の成長そのものを戦略的に考える、こういう視点で議論していきたいと思っておりま

す。 

 とりわけ、経済安全保障の要点としては「自律性」と「不可欠性」という２つのキーワ

ードがございますけれども、この中で特に今回の成長戦略の中で「不可欠性」というキー

ワードが入っていないところが若干気になりました。 

 17の戦略分野が設定されておりますけれども、その中でも特にAI・半導体、これは半導

体製造装置や材料も含む、この部分では日本が不可欠性を持っておりますし、造船はアメ

リカとの関係において日本は不可欠な存在でなければならないという状況に今なっており
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ます。航空・宇宙の分野においても、日本は世界で最先端のプロジェクトを進めていると

いうところ。また、コンテンツは日本が今世界に誇る、リードをしている分野でありまし

て、さらには生成AIなども含めたルールづくりは日本がリードを取れる場所だと思ってお

ります。さらには、フュージョンエネルギーが今後最先端の部分として不可欠性を競い合

う場所。さらには、マテリアルとか情報通信の分野でも日本は不可欠性を獲得できるとこ

ろがあると思っております。 

 こうした不可欠性に重点を置いて成長戦略を考えていくことによって、日本が単に経済

成長をして国際社会の中で力を持っていくだけでなく、他国による経済的威圧や影響力の

行使に対して抵抗できるような経済安全保障上のパワーをつけていくことが、経済成長の

みならず日本の成長戦略に必要なものだと考えております。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、竹内委員、お願いします。 

○竹内委員 

 エネルギー、温暖化政策を専門とする竹内でございます。 

 資料10－５です。 

 成長する日本のために今すべきことを大きく２点申し上げます。 

 第１に、何はなくともエネルギーです。安定・安価なエネルギーなくして生活も経済も

成長もありません。そのために３つの対応をお願いしたいと思います。 

 １、既存の原子力発電活用に向け、安全規制の改善、立地地域の理解・安心の獲得、原

子力損害賠償制度などに政府が責任を持つこと。 

 ２、既存火力発電の活用。自由化による競争と再生可能エネルギーの大量導入により火

力発電の休廃止が増加していますが、これを維持すること。また、CO2排出の少ないLNG火

力発電の新設、建て替えを国内外、特にアジアで展開すること。再エネで今中国に勝つこ

とはできませんが、長年の蓄積がある高効率の技術は今も競争力があります。 

 ３、現実的なGX政策。投資にはメリハリが必要です。そして、カーボンプライシングは

スモールスタートでお願いします。GXの肝はイノベーションですので、研究開発支援とと

もに分散型システム、例えば太陽光や蓄電池については、セキュリティーや“後”のこと、

すなわち廃棄・回収等にも御配慮ください。 

 第２に、日本のコンテンツに稼ぐ力を発揮させる支援をお願いします。既に、鉄鋼や半

導体産業と比肩する輸出額となっていますが、翻訳やプラットフォーム連携、人材育成等

で支援を行えば、即効性のある稼ぐ力となるでしょう。新しい時代の成長戦略として、ぜ

ひ注力していただきたいと思います。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 
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 それでは、筒井委員、お願いします。 

○筒井委員 

 経団連会長の筒井でございます。 

 日本成長戦略会議の今後の議論への期待を込めて申し上げます。 

 経団連は、賃金引上げの「さらなる定着」に向けて議論を深めてまいります。この分配

の原資は持続的な成長であります。この実現のためには、経営者自らマインドセットを変

え、設備投資、研究開発投資、人的投資を拡充する必要があります。経団連は、それを先

導する役割を官民連携の上で果たしてまいります。 

 そこで、投資の予見可能性向上につながる供給力強化策として、政府には、提出資料に

記載しております「重要政策課題」の実行を求めたいと考えております。 

 まずは、競争力強化のためのイノベーションであります。科研費倍増による研究力、特

に基礎研究力の強化、民間の国内投資を強力に後押しする大胆な税制措置が欠かせません。

あわせて、労働移動の積極的推進、裁量労働制の拡充等の労働改革、安価で安定的なクリ

ーンエネルギー供給の確保とグリーントランスフォーメーションの推進、さらには、投資

を促進する観点からのコーポレートガバナンス改革が必要であります。 

 スピード感ある政策実行に向けた高市総理のリーダーシップの発揮に大いに期待申し上

げます。 

 以上でございます。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、平野委員、お願いします。 

○平野委員 

 ありがとうございます。 

 資料10－７を御覧ください。私からは２点お伝えいたします。 

 １点目は、危機管理投資として経済安全保障にAIを活用すること。サプライチェーンAI、

サイバーAI、ポリシーAI、エマージェンシーAI、この４つのAIが柱になると考えます。こ

の経済安全保障プラットフォームをAI時代のDFFTとして実現し、ほかの先進国へのキャッ

チアップを図ると同時に、我が国の強みに育てられます。 

 次のページ、２点目、成長投資についてです。17の戦略分野の中でAIがトップに掲げら

れていますが、AIは全ての領域で横断的に活用可能です。特に相性がよく、ROIが高い分野

に投資できればと考えます。例えば、造船では、AIやロボットを活用し、アンモニア、水

素などの次世代燃料船でトッププレーヤーを目指しながら、建造能力を倍増させることが

重要です。 

 これまで、私は最先端技術をつくってきました。進める中で、本当に最先端の技術にな

るのか、不確実の中で不安になります。それでも投資をしていくという気概。そして、グ

ローバルでトップの人材を獲得できる採用力。また、最先端技術をつくっていくと必ず壁
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にぶち当たります。それでも諦めずとことん進める胆力。この３つが重要です。 

 我が国の課題を解決することに資する先端技術を開花させていければと思います。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、松尾委員、お願いします。 

○松尾委員 

 東京大学の松尾です。よろしくお願いします。 

 資料10－８を御覧ください。 

 経済成長を実現するための戦略分野として17の分野が挙げられていますが、最初に挙げ

られているのがAI・半導体です。各国でもAIは最重要課題の一つとされており、AIがまさ

に成長のコアであると思います。 

 AIは、国際的に見ますと米中の２強です。民間投資で米国に大きく差をあけられている。

およそ100分の１です。これはスタートアップ・エコシステムの規模等の問題もあると思い

ますけれども、実は政府投資でも大きく水をあけられています。30対１で負けています。

韓国とかカナダにも劣るレベルとなっています。そのために、国が投資をしっかり増やし

ていかないといけないと考えます。 

 まずは、国がAIを活用すること。また、経済安全保障の観点でも、半導体からデータセ

ンター、基盤モデル、アプリケーションと、フルスタックで国内で開発できるようにする

必要があります。 

 また、重要産業、例えば、製造業とか金融といった産業におけるAIの活用、それから、

汎用人工知能（AGI）の開発に向けた重点的な取組等を進めていく必要があると思います。 

 さらには、ソーシャルメディア上での偽・誤情報が広がることに対する対策、それから、

著作権者にきちんと対価を還元する仕組みづくりなども進めていく必要があると考えます。 

 このように、経済成長のコアとしてのAIに国としてしっかり投資していくべきであると

思います。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、芳野委員、お願いいたします。 

○芳野委員 

 ありがとうございます。連合の芳野でございます。 

 成長戦略は、経済的な成長のみならず、全ての国民が希望を持ち、安心して働き、暮ら

すことのできる社会の実現に資することが求められます。 

 資料10－９、意見書も提出しておりますが、その観点から２点に絞って意見を申し述べ

ます。 



15 

 

 １点目は、賃上げ環境整備についてです。日本で働く者の約９割は雇用労働者であり、

日本の成長には賃上げの波が全国に波及し、多くの人が生活向上を実感できることが重要

です。とりわけ、中小・小規模事業者、労働組合のない企業に賃上げの裾野を広げること

が課題であり、賃上げ環境整備を日本成長戦略の柱の一つに位置づけることは適切です。

引き続き、政労使の意見交換、地方版政労使会議を開催していただきたいと思います。 

 ２点目は、労働時間法制についてです。依然として過労死等がなくならないことや、総

実労働時間の高止まりなどを踏まえれば、心身の健康維持と従業者の選択が前提にあった

としても、過労死ラインである時間外労働の上限規制や裁量労働の拡大などの規制緩和を

行うべきではありません。今行うべきは、時間外労働を行わずとも、安心して働き、暮ら

すことのできる賃金水準の確保と、真の働き方改革実現につながる労働時間の確実な縮減

です。 

 以上でございます。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 次に、閣僚からの御発言をいただきたいと思います。 

 まず、小野田経済安全保障担当大臣、お願いします。 

○小野田内閣府特命担当大臣 

 経済力・技術力は国家安保戦略でも国力と掲げられており、危機管理投資を進め、経済

成長に資するよう経済安全保障を推進してまいります。 

 造船、船主業界から、中長期の民間投資のコミットメントについて力強い言葉を頂きま

した。民間の予見性を高め、国としての方向性を示すためにも、10年先を見据えた複数年

度の支出が可能な基金を創設し、官民１兆円規模の投資を実現することが必要。国交大臣、

関係閣僚と連携し、支援策を進めてまいりたいと思っています。 

 科学技術については、AI法に基づくAI研究開発・活用の促進、量子技術イノベーション

の推進、2030年代の発電実証に向けたフュージョンエネルギー研究開発、基盤整備の加速、

創薬力強化による健康医療安全保障の構築などと併せ、新技術立国を支える研究力の強化、

科学の再興に向けた取組を進めます。また、世界に伍するスタートアップ・エコシステム

の形成も支援してまいりたい。 

 航空・宇宙分野は、宇宙戦略基金の速やかな１兆円規模化を目指すとともに、衛星・ド

ローン等の生産基盤整備、準天頂衛星、航空機等の開発を進めてまいります。 

 コンテンツ分野については、基幹産業として国際競争力を高めるべく、中核的専門人材

の育成、大規模コンテンツの制作、ロケ誘致支援などに取り組んでまいりたい。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、片山財務大臣、お願いします。 
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○片山財務大臣 

 これまで、防衛、子供、GX、AI・半導体といった重点分野への投資を、複数年度にまた

がる計画などに基づき積極的・計画的に実行してまいりました。こうした取組を踏まえ、

来夏の成長戦略の取りまとめに向けては、投資内容、時期、目標額などを定めた官民投資

ロードマップの策定や、公共調達の在り方、投資のインパクトの定量化といった点をしっ

かりと検討し、成長に資する規制の見直しを含め、供給力強化に向けて実効性のある戦略

とすることが重要であると考えており、財務大臣としても協力してまいりたいと思います。 

 また、金融担当大臣としても、分野横断的課題への対応として、金融を通じ、日本経済

と地方経済の潜在力を解き放つための戦略の策定に向けてしっかりと取り組んでまいりま

す。 

 足元の経済対策の取りまとめに関しては、責任ある積極財政という考え方を基本に、本

日の御議論を踏まえて行い、その後、裏づけとなる補正予算を速やかに編成してまいりま

す。 

 その際、責任ある積極財政の考え方の下、規模も大事ですが、規模ありきだけではなく

て、目的を達成するために必要な施策を積み上げることにより、強い経済の実現と財政健

全化を両立させてまいります。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、上野厚生労働大臣、お願いいたします。 

○上野厚生労働大臣 

 我が国の経済成長を実現するため、付加価値を高める労働移動やリ・スキリングを支援

することは極めて重要です。現在の支援策の必要な見直し、重点化に取り組みながら、労

働生産性の向上を推進し、稼げる日本への変革を進めてまいります。 

 また、創薬力の強化のため、より活発な創薬が行われる環境の整備を行うとともに、医

薬品の安定供給の確保のため、企業間の連携・協力・再編を進める取組等を行います。 

 さらに、非常に厳しい経営状況や人材確保が困難な状況にある医療・介護等の分野につ

いて、職員の処遇改善支援や足元の物価高を踏まえた経営改善支援に取り組んでまいりま

す。 

 これらの取組について、補正予算で対応可能な事項については補正予算に必要な施策を

盛り込むとともに、それ以外の事項についても必要な検討を進めてまいります。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、赤澤経済産業大臣、お願いいたします。 

○赤澤経済産業大臣 

 日本経済の供給力確保に向けては、危機管理投資をはじめとする投資が不可欠です。し
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かし、本日のプレゼンにもありましたとおり、思い切った内容であればあるほど投資決定

に向けてはハードルが高くなります。 

 このため、経産省としては、戦略分野への複数年の予算措置に加え、研究開発税制の強

化や大胆な設備投資促進税制の創設の実現に向けて取り組んでまいります。 

 ポイントは、産業界の投資予見可能性を向上させる点だと考えています。複数年度にわ

たる予算措置のコミットメントとしては、AI・半導体分野のようなフレームを、既にAI・

半導体はそれぞれ財政フレームをつくっているのですが、それを他の戦略分野にも広げて

いきたいと思っています。大胆な税制など、政策のベストミックスを見つけて実行してい

きたいと考えています。 

 また、コスト高から中小・小規模事業者を守る取組が必要です。労働供給制約が深刻化

する社会では、人も中小企業も数より質が重視されます。現状維持ではなく、事業再構築、

生産性向上、事業再編等に取り組む中堅・中小企業を徹底的に支援し、必要な連携と再編

も含め、「強い中小企業」への行動変容を促すことが必要であると考えています。 

 こうした観点に立ち、新たな政策パッケージとして、「労働供給制約社会の中堅・中小

企業の『稼ぐ力』強化戦略」の検討に着手するとともに、今般の経済対策においてもこう

した考え方を先取りしてまいりたいと考えております。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、金子国土交通大臣、お願いいたします。 

○金子国土交通大臣 

 民間企業及び委員の皆様から貴重な御意見をいただきました。 

 造船については、業界から示された力強い覚悟を受け止め、国としても造船業再興の取

組を支援するための今後10年間にわたる支援のコミットメントを示すことが必要でありま

す。 

 加えて、港湾におけるサイバーセキュリティ対策や手続の電子化、上下水道管路の更新

やインフラ老朽化対策などの防災・国土強靱化、交通空白の解消などを中心に、我が国の

経済成長に資するよう、関係大臣と協力しながら取り組んでまいります。 

 以上です。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、鈴木農林水産大臣、お願いいたします。 

○鈴木農林水産大臣 

 私は、本日プレゼンをいただきましたOishii Farmさんには、一昨年、ニュージャージー

のメガファーム立ち上げ時期にお伺いをし、意見交換をさせていただいたところでありま

す。 

 私からは、ポイントは二つだと思っております。１点目は、激甚化する自然災害、気候
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変動の影響に左右されない安定的な食料生産力の確保が今後可能になるということ。２点

目は、ロボットや品種、AIも含めて、日本の産業技術の粋が詰まった植物工場等のフード

テックへの投資の促進が、日本の食への今まである信頼を基に、世界展開も含めて近い将

来日本の「稼ぐ力」に必ずなるという点であります。 

 農林水産省として、地域に根差した農林水産業の基盤強化とともに、スタートアップか

ら大企業まで、フードテックについての戦略をしっかりとつくりまして、これらの技術が

我が国の食の世界の稼ぐ力を高め、世界のスタンダードとなっていく未来をつくりたいと

思いますので、委員の先生方の御指導も何とぞよろしくお願い申し上げます。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 総理がまだ到着しておりませんので、もしよろしければ２回目の御発言を希望される方

がいらっしゃいましたら、ネームプレートを立ててください。 

 それでは、片岡委員、会田委員。 

 先に片岡委員。 

○片岡委員 

 どうもありがとうございます。 

 ２点申し上げたいと思います。 

 本会議でどういうことを議論するかという話なのですけれども、私自身は成長戦略を支

える共通論点を議論すべきだと思います。特に設備投資にまつわる話です。特に中長期に

持続して成長戦略に要する投資は支出されます。小野田大臣、赤澤大臣がおっしゃってお

りましたように、中長期投資を可能にする制度的な枠組み、例えば、基金の見直しとか、

複数年度支出を判断・実行する仕組み構築、こういった検討が必須だと思います。 

 それから、積極投資を促進する枠組みということで、投資促進税制とか、私が申し上げ

ましたが、社会的割引率引下げ、こうした話を含む様々な可能性を広く検討すべきだと思

います。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 会田委員、お願いします。 

○会田委員 

 ありがとうございます。 

 グローバルな経済政策の潮流は、市場原理を重視する新自由主義から、経済・社会課題

の解決のための官民連携の成長投資、需要の拡大を重視する新機軸に変化しています。積

極財政でこの潮流の変化に乗るべきです。 

 将来の震災、有事への備えは、財政余地の確保よりも、投資による将来の供給能力の拡

大で対応する必要があります。 

 マクロ戦略として、まずは官民連携の成長投資と需要の拡大によって、官民合計の十分

な投資超過を実現し、高圧経済によって企業の期待成長率をさらに高め、景気回復の実感
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を中小企業と地方にも広げる必要があります。 

 現在の円安の水準は、国内投資の拡大の絶好の機会を提供するものです。円高で企業を

コストカット型に戻すべきではありません。円安の家計と中小企業の負担は積極財政でし

っかり軽減すべきで、日銀には強い経済成長と物価安定の両立を目指す適切な金融政策を

期待します。 

 内閣府の中長期の財政試算では、財政収支の黒字化と家計の貯蓄率の低下で、財政健全

化優先の経済グランドデザインになっています。財政収支の黒字化が遅れても家計の貯蓄

率が上昇し、国民に果実が届く経済グランドデザインに改めるべきだと考えます。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、高市総理が到着されましたので、今後取りまとめる予定の経済対策に本日い

ただいた御意見を反映するため、私のほうで重点施策案に必要な修正を加えた上で、近く

開催される経済財政諮問会議に提出し、御議論いただくこととしたいと存じますが、よろ

しいでしょうか。 

 

（首肯する委員あり） 

 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、総理から締めくくりの御発言をいただきたいと思います。 

 その前にプレスが入室しますので、少々お待ちください。 

 

（報道関係者入室） 

 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 それでは、高市総理、お願いいたします。 

○高市内閣総理大臣 

 日本成長戦略本部の下に新たに立ち上げました日本成長戦略会議におきまして、成長戦

略の策定に向けた具体的な検討などをしていただきました。今後従来の枠組みにとらわれ

ない大胆な発想で検討を進めていただくようお願いを申し上げます。まず、御多用の方々

ばっかりですのに、まず委員に御就任いただきました皆様、そしてまた今日、ヒアリング

に御協力を賜りました企業の皆様、ありがとうございます。 

 そしてまた早速、総合経済対策に盛り込むべき重点施策も取りまとめていただきました

こと、心より感謝を申し上げます。 

 とにかく供給構造の抜本的強化のためには、防衛調達も含む官公庁による調達や規制改

革など新たな需要の創出や拡大策、これを取り入れるということとともに、複数年度にわ
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たる予算措置のコミットメントといった、投資の予見可能性の向上につながる措置によっ

て民間投資を後押ししていく必要がございます。 

 重点施策には、こうした動きにつながる施策が含まれているということでございますの

で、しっかりと総合経済対策に盛り込み、これを実行に移す必要がございます。 

 今日出席している関係大臣におかれましては、ここにある内容について必要となる補正

予算の確保や税制の実現に努めていただくということとともに、この経済対策の取りまと

めを待たずに、できるものから直ちに着手をしてください。 

 有識者の皆様におかれましては、来年夏の成長戦略の取りまとめに向けて、より一層御

尽力を賜りますよう、また御協力を賜りますよう心よりお願いを申し上げます。今日はあ

りがとうございました。 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 高市総理、ありがとうございました。 

 それでは、恐縮ですが、プレスの方は御退室をお願いいたします。 

 

（報道関係者退室） 

 

○城内日本成長戦略担当大臣 

 それでは、本日の議論の中身は追って議事要旨として公表いたします。 

 議論の内容につきましては、自らの御発言を除きまして、公表された範囲を超えて対外

的に明らかにすることのなきよう、よろしくお願い申し上げます。 

 以上をもちまして、本日の会議を終了させていただきたいと思います。皆様、ありがと

うございました。 


